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１．基本的な事項 

(１)佐世保市の概況 

本市は、九州本土の西端部、長崎県の北部に位置し、人口は 255,439 人（平成 27 年

国勢調査）、面積は、426.06ｋ㎡で、人口・面積ともに県内２番目の規模をもちます。 

明治 35 年に市制を施行した後、周辺町村との合併を繰り返して拡大し、昭和の大合

併では、昭和 29 年に柚木村、黒島村を編入、昭和 30 年に折尾瀬村、江上村、崎針尾村

を編入、昭和 33 年に宮村を編入、そして、平成の大合併では、平成 17 年 4 月 1 日に吉

井町、世知原町、平成 18 年 3 月 31 日に宇久町、小佐々町を編入し、さらには、平成 22

年 3 月 31 日に江迎町、鹿町町を編入し、現在に至っています。 

産業は、軍港として栄えた歴史から造船業などが基幹産業となっているものの、第 3

次産業の割合が 8割を超える構造となっています。 

製造品出荷額等 

(億円)H30 工業統計 

1,647 (1)輸送用機械 

(418) 

(2)食料品 

(284) 

(3)はん用機械 

(180) 

年間商品販売額 

(億円)H28 商業統計等 

6,916 (1)通信販売 

(1,768) 

(2)農畜水産物 

(618) 

(3)各種食料品 

(467) 

人口は、平成 22 年の 261,101 人（国勢調査）に対し、平成 27 年には 255,439 人（国

勢調査）となっており、単純計算で年間 1,000 人を超える減少がみられます。 

平成 28 年度に中核市となり、現在、地域経済の活性化と定住人口の増加に向け、企

業誘致や広域都市連携、特定複合観光施設（IR）誘致などに取り組んでいます。 

 

〔過疎地域の概要〕 

本市のうち、過疎地域に属する旧吉井町、旧世知原町、旧宇久町、旧小佐々町、旧江

迎町、旧鹿町町は、市の北部に位置し、市全体と比較して、農業や水産業、水産加工業

（製造業）が中心の産業構造となっています。 

旧宇久町は、宇久島と寺島の２つの島からなり、佐世保市本土から北西約 60ｋｍ、五

島列島の北部に位置し、西海国立公園の一端に属しています。 

これらの地域は、過疎地域のほか地理的な立地から、旧吉井町、旧世知原町、旧小佐々

町、旧江迎町、旧鹿町町は半島振興法に基づく半島地域（北松浦半島地域）にも属し、

また、旧宇久町は、離島振興法に基づく離島振興対策実施地域、また、国境離島新法に

基づく有人国境離島にも属しています。 

旧宇久町を除く地域では、炭鉱があり、石炭産業で栄えた経緯もありますが、昭和 30

年代後半からのエネルギー革命による石炭から石油への一大転換による炭鉱の閉山とと

もに人口が減少しています。 

過疎地域の人口は 27,181 人（平成 27 年国勢調査）、面積は、177.73ｋ㎡で、人口比約

11％、面積比約 42％となっています。 

平成 22 年の 29,634 人（国勢調査）に対し、平成 27 年には 27,181 人（国勢調査）と

なっており、単純計算で年間 500 人弱の減少がみられます。 

（吉井地域） 

面積は 27.09ｋ㎡で、中央に標高 301ｍの牧の岳が東西に連なり、南北それぞれ谷を

隔てたわずかな平地と丘陵・山地からなる中山間地域です。 

中央部を東西に佐々川本流が、その北側を支流である福井川、南側を高峰川が流れ、

中央で合流して佐々川にそそいでいます。 
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農業が盛んで、水稲や特産品のいちご、メロンをはじめ、アスパラガスなどの施設園

芸が行われています。 

縄文時代早期、約１万２千年以上前から人類が居住していたとされている国指定文化

財の福井洞窟が存在します。 

交通は、一般国道２０４号が、西側に位置する佐々町から本地域を通り、旧江迎町、

平戸市、松浦市を経て佐賀県へと接続しているほか、主要地方道佐世保吉井松浦線及び

主要地方道栗木吉井線が地域の中央部で国道 204 号に接続しています。 

また、妙観寺トンネルや平戸市（旧田平町）からの北松広域農道（通称：北松やまび

こロード）、西九州自動車道の佐々IC も近く、道路のほか、佐世保市の中心市街地から

佐賀県有田町を結ぶ線路延長 93.8km の松浦鉄道の駅もあり交通の要所となっています。 

（世知原地域） 

面積は 32.02ｋ㎡で、その多くが山林と原野で占められており、地域の北東には県北

最高峰の国見山 （標高 777ｍ） がそびえ、佐賀県との県境になっています。 

国見山を源とする二級河川佐々川に、支流の上野原川、北川内川、路木場川、鍋田川

等が合流し、町の中央を東西に横断して流れ、吉井地域、佐々町を経て佐々川河口に至

っています。 

人口、面積ともに小規模で、かつ山間に位置する地域であり、その中央部に全戸数の

約半数が集中し、地域を形成しています。 

四方を山で囲まれ、気候的に内陸性の盆地的気候で寒暖の差（日較差、年較差）が大

きく、春夏秋冬の季節感がはっきりと現れる特徴を利用したお茶の栽培が盛んですが、

一方で、寒さが厳しく降雪・積雪もみられ、峠などでは交通規制を受けることもありま

す。 

主要道路は地域の中央街区から一般県道佐世保世知原線、主要地方道佐世保日野松浦

線、主要地方道栗木吉井線が延びています。 

また、小塚岳トンネルや北松広域農道の開通に加え、板山トンネルや椋呂路トンネル

の整備も行われており、更なる交通アクセスの向上が期待されます。 

（宇久地域） 

佐世保市本土から北西約 60 ㎞、五島列島の北部に位置する離島で、宇久島と寺島（属

島）からなっています。 

面積は 26.40ｋ㎡で、中央には標高 258ｍの城ケ岳を中心になだらかな丘陵が広がり、

西海国立公園の一端に属しています。 

交通は海路のみであり、航路が本島と本土を結ぶ唯一の交通機関です。 

現在の定期航路は、佐世保～上五島航路（佐世保、平、小値賀、有川）、博多～五島

航路（博多、平、小値賀、有川、福江）、宇久～小値賀航路（神浦、寺島、柳）などが

あります。 

博多～宇久間は 1日 1便で所要時間は４時間余りで 1日がかりの移動となります。 

佐世保～宇久間は 1 日 4 便のフェリーと高速船があり、フェリーの所要時間は直行便

で 2時間 30 分、高速船は直行便で 2時間となっています。 

宇久～小値賀間は市営渡船が 1日 3便あり 15 分を要します。 

漁業や畜産が主な産業となっています。 

（小佐々地域） 

面積は 29.92ｋ㎡で、北側には盲が原、金比羅岳、大観山から冷水岳に連なる高地で、

南側に低くなって海に面する地形です。 

海岸線は多くの入り江を有することから、景勝地として西海国立公園の一角をなして

いるほか、自然の良港としてまき網漁業や養殖漁業などの水産業も盛んです。 
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従来から行なわれていた煮干しイリコの天日加工が、昭和 45年頃から乾燥機加工へと

近代化され、これを契機に水産業は年々その事業規模を拡大し、本地域の基幹産業にな

っています。 

交通は、国道が通っておらず、佐々町から本地域を通る主要地方道佐々鹿町江迎線が

基幹道路となっています。 

鉄道の駅も無く、公共交通機関はバスのみで、マイカーによる移動が主であるため、

交通基盤の拡充が急務でしたが、平成 23 年度に西九州自動車道の佐々IC が開通したこ

とにより、中心市街地へのアクセスが改善しました。 

昭和 50 年に整備した「小佐々工業団地」で 20 社（従業員数 約 700 人）が操業して

いるほか、平成 26 年度に整備し、平成 30 年度に分譲完了した「佐世保工業団地（ウエ

ストテクノ佐世保）」では 3 社（新規従業員数 約 700 人）が操業しており、雇用の創

出や地域経済の活性化に寄与しています。 

（江迎地域） 

面積は 32.0ｋ㎡で、東は旧吉井町、西は旧田平町及び旧鹿町町、南は佐々町、北は松

浦市に隣接します。 

山岳に囲まれ、北方に大岳（標高 290ｍ）、北東には白岳（標高 373ｍ）があり、付近

一帯に台地上の丘陵が広がり、南には鷲尾岳（標高 350ｍ）、南西に笹子の峰（標高 169

ｍ）の両峰があって急傾斜地を形成しています。 

丘陵渓谷が多く平坦地に乏しい地形ながら、本地域を貫流する江迎川及び支流の流域

沿いに水田地帯があり、稲作を中心として肉用牛、大豆、酪農、露地野菜、ハウス栽培

のいちごなどの農業や、北松浦半島の中央に位置しており、国、県の出先機関が多いこ

とから、商業の集積もみられます。 

交通は、一般国道 204 号及び一般県道志方江迎線が市中心市街地を結ぶ主要な道路で

すが、西九州自動車道の延伸により中心市街地へのアクセスが改善されたほか、地域内

に松浦鉄道の駅もあり、今後は、地域内に西九州自動車道のICが2ケ所予定されており、

更なる交通アクセスの向上が見込まれます。 

（鹿町地域） 

面積は 30.24k ㎡で、東南は佐々町と旧小佐々町に接し、北は旧江迎町に、北西は江迎

湾を隔てて平戸市（旧田平町）に面します。 

本地域では、その立地から、農業、漁業が主な産業であり、農業では、肥沃な土地と

温暖な気候のもと施設栽培も取り入れてバラエティ豊かな産物を産み出しています。ま

た、漁業では、トラフグの養殖など「獲る」漁業から「育てる」漁業への転換を図り、

漁業資源の維持とともに新しい生産体系開拓に取り組んでいます。 

交通は、西九州自動車道の延伸により中心市街地へのアクセスが改善されたほか、今

後、さらに福岡方面へのアクセスの向上が見込まれます。 
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(２)人口及び産業の推移と動向 

・表 1－1(1) 人口及び産業の推移（別ページ） 

 

・表 1－1(2) 人口の見通し 

国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した予測（社人研準拠：ケース①）によ

れば、佐世保市の２０６０年の人口は１４６，４３８人です。 

対して、希望出生率を２０３０年まで、転出者のうち定住し続けたかった方の希望を

２０４０年までに叶えた場合（ケース②）は、１８８，６４６人と改善されますが、２

０１５年比で約６５，０００人の減（社人研準拠と比較して減少率４０％）であり、そ

れでもなお市民生活への影響は大きいものと考えられます。 

そこで、ＵＪＩターンを含め、転入者を増加させる施策を打つことで、転出入者の差

引きを２０４０年までに転入超過を達成する目標（ケース③）を立てました。その場合、

２０６０年時点で２０万人をキープする（社人研準拠と比較して減少率５０％）ことが

可能となります。 

○ケース別人口推移予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 人口の長期的見通し（総人口） 
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○ケース別人口割合推移予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、本市人口の将来展望として、 

 

■市民の希望出生率２．０９を２０３０年までに達成します。 

■転出超過を克服し２０４０年までに転入超過を達成します。 

 

【目指す将来の定住人口】 

 

■２０４０年時点で２１．５万人以上を目指します。 

■２０６０年時点で２０．０万人以上を目指します。 

 

■減少した定住人口分の消費額をカバーする、交流人口（観光客、通勤・通学者な

ど）確保を目指します。 

 

【将来人口の推計】 

上記を達成することで、以下の人口が推計されます。 

 2010(H22) 2020(R2) 2030(R12) 2040(R22) 2050(R32) 2060(R42) 

社人研推計 261,104 241,197 218,417 193,951 169,463 146,438 

本市推計 261,104 244,910 230,443 218,107 208,597 201,936 

※社人研(国立社会保障・人口問題研究所) 

 

 

 

 

 

 

図 2 ケース別人口割合推移予測 

261,104 

146,438 

188,646 201,936 
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「佐世保市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

 

 

【過疎地域の将来人口の推計】 

(1)これまでの推移 

 2000(H12) 2005(H17) 2010(H22) 2015(H27) 

人口(国勢調査) 33,561 31,746 29,634 27,181 

過疎地域では、15 年間で 6,380 人の人口減少がみられ、単純計算で年間 425 人の割合

で人口が減少しています。 

(2)将来的な推移 

過疎地域の人口割合は全市人口の約１割であることから、全市の将来人口の推計に基

づき以下の人口が推計されます。(2020 年人口は H27 国勢調査に基づく推計値) 

 2020(R2) 2030(R12) 2040(R22) 2050(R32) 2060(R42) 

人口 24,976 23,000 21,800 20,800 20,100 

※年間 122 人の割合で人口減少 

【目指す将来の定住人口（過疎地域）】 

 

■２０４０年時点で２．１万人以上を目指します。 

■２０６０年時点で２．０万人以上を目指します。 

 

「佐世保市まち・ひと・しごと創生総合戦略」から過疎地域分を算出 

（政策推進センター作成） 

図 3 将来推計人口 
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表1－1(１)　人口の推移（国勢調査）

過疎地域(吉井・世知原・宇久・小佐々・江迎・鹿町地域）を合算した表

(人)

実数 構成比 実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率

総数 84,114 100.0% 37,639 100.0% -55.3% 35,584 100.0% -5.5% 31,746 100.0% -10.8% 27,181 100.0% -14.4%

0歳～14歳 33,585 39.9% 8,983 23.9% -73.3% 7,491 21.1% -16.6% 4,631 14.6% -38.2% 3,444 12.7% -25.6%

15歳～64歳 46,594 55.4% 23,818 63.3% -48.9% 21,491 60.4% -9.8% 18,565 58.5% -13.6% 14,467 53.2% -22.1%

15歳～29歳(a) 16,771 19.9% 8,038 21.4% -52.1% 5,193 14.6% -35.4% 4,580 14.4% -11.8% 2,978 11.0% -35.0%

65歳以上(b) 3,935 4.7% 4,838 12.9% 22.9% 6,602 18.6% 36.5% 8,550 26.9% 29.5% 9,244 34.0% 8.1%

不詳 0 - 0 0.0% - 0 0.0% - 0 0.0% - 26 0.1% -

19.9% - 21.4% - - 14.6% - - 14.4% - - 11.0% - -

4.7% - 12.9% - - 18.6% - - 26.9% - - 34.0% - -

(人)

総数 84,114 100.0% 37,639 100.0% -55.3% 35,584 100.0% -5.5% 31,746 100.0% -10.8% 27,181 100.0% -14.4%

男性 41,721 49.6% 17,849 47.4% -57.2% 16,557 46.5% -7.2% 14,737 46.4% -11.0% 12,599 46.4% -14.5%

女性 42,393 50.4% 19,790 52.6% -53.3% 19,027 53.5% -3.9% 17,009 53.6% -10.6% 14,582 53.6% -14.3%

(人)

総数 30,354 100.0% 15,853 100.0% -47.8% 15,654 100.0% -1.3% 14,561 100.0% -7.0% 12,631 100.0% -13.3%

第1次産業就業者 9,746 32.1% 4,971 31.4% -49.0% 3,134 20.0% -37.0% 2,441 16.8% -22.1% 1,905 15.1% -22.0%

第2次産業就業者 12,897 42.5% 4,582 28.9% -64.5% 5,451 34.8% 19.0% 3,831 26.3% -29.7% 3,051 24.2% -20.4%

第3次産業就業者 7,711 25.4% 6,300 39.7% -18.3% 7,069 45.2% 12.2% 8,289 56.9% 17.3% 7,675 60.8% -7.4%

佐世保市全体の表

(人)

実数 構成比 実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率

総数 346,598 100.0% 288,368 100.0% -16.8% 280,261 100.0% -2.8% 269,574 100.0% -3.8% 255,439 100.0% -5.2%

0歳～14歳 120,252 34.7% 69,379 24.1% -42.3% 55,549 19.8% -19.9% 38,608 14.3% -30.5% 33,765 13.2% -12.5%

15歳～64歳 209,933 60.6% 192,857 66.9% -8.1% 182,327 65.1% -5.5% 167,638 62.2% -8.1% 146,170 57.2% -12.8%

15歳～29歳(a) 84,365 24.3% 68,997 23.9% -18.2% 49,567 17.7% -28.2% 44,516 16.5% -10.2% 35,270 13.8% -20.8%

65歳以上(b) 16,413 4.7% 26,112 9.1% 59.1% 42,088 15.0% 61.2% 63,087 23.4% 49.9% 73,685 28.8% 16.8%

不詳 0 0.0% 20 0.0% - 297 0.1% - 241 0.1% - 1,819 0.7% -

24.3% - 23.9% - - 17.7% - - 16.5% - - 13.8% - -

4.7% - 9.1% - - 15.0% - - 23.4% - - 28.8% - -

(人)

総数 346,598 100.0% 288,368 100.0% -16.8% 280,261 100.0% -2.8% 269,574 100.0% -3.8% 255,439 100.0% -5.2%

男性 169,811 49.0% 137,669 47.7% -18.9% 131,345 46.9% -4.6% 126,743 47.0% -3.5% 120,198 47.1% -5.2%

女性 176,787 51.0% 150,699 52.3% -14.8% 148,916 53.1% -1.2% 142,831 53.0% -4.1% 135,241 52.9% -5.3%

(人)

総数 136,161 100.0% 127,532 100.0% -6.3% 126,320 100.0% -1.0% 122,445 100.0% -3.1% 116,734 100.0% -4.7%

第1次産業就業者 27,210 20.0% 13,295 10.4% -51.1% 8,769 6.9% -34.0% 6,272 5.1% -28.5% 4,828 4.1% -23.0%

第2次産業就業者 37,335 27.4% 33,395 26.2% -10.6% 30,744 24.3% -7.9% 24,167 19.7% -21.4% 21,498 18.4% -11.0%

第3次産業就業者 71,616 52.6% 80,842 63.4% 12.9% 86,807 68.7% 7.4% 92,006 75.1% 6.0% 90,408 77.4% -1.7%

(国勢調査）

(国勢調査）

昭和35年

佐世保市
昭和35年

高齢者年者比率
(b)/総数

佐世保市過疎地域持続的発展計画（令和3年）

昭和50年 平成2年 平成17年 平成27年

昭和50年 平成2年 平成17年 平成27年

(国勢調査）

(国勢調査）

(国勢調査）

(国勢調査）

若年者比率
(a)/総数

過疎地域

若年者比率
(a)/総数

高齢者年者比率
(b)/総数
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 (３)行財政の状況 

本市では、平成 17 年 3月に示された国の新地方行革指針を受けて策定した「佐世保市

行財政改革基本指針及び実施計画（集中改革プラン対応版）」〔平成 17～21 年度〕、そ

れを引き継ぐ形で、行財政改革における市の実施計画(アクションプラン)として策定し

た「佐世保市行財政改革アクションプラン」〔平成 19～23 年度〕に基づき、行財政改革

に係る各種取り組みを推進しています。 

また、計画策定時には想定し得なかった今後における環境変化に対し、的確に対応し

ていくため、市として基本目標や改革の方向性、及びその実現に資する取組み項目等を

整理した、行財政改革における市独自の新たな実行計画として「第６次佐世保市行財政

改革推進計画」〔平成 24～令和 3年度〕を策定し、計画に基づいた財政運営を行ってい

ます。 

本市は、税収など自主財源が小さく、地方財政制度によって一定の財源保障があると

はいえ、人口減少による税収減や高齢化の進展による社会保障関係経費の増などにより

財源不足幅が大きくなることが見込まれ、これまでも合併や行財政改革を進め一定の成

果は得られていますが、自治体内部の努力には限界があると考えています。 

今後も、第６次佐世保市行財政改革推進計画に示す３つの視点による改革改善を進め、

特に、財政規模の適正化を改革の柱として、標準的な行財政水準との比較分析による施

策の仕分け、事業における「サービス水準」と「受益者負担」の調整、公共施設適正配

置実施による遊休施設や遊休スペースの解消によるムダの削減などに取り組みます。 

 

 

・表 1－2(1) 財政の状況 

（千円） 

  平成 22 年度 平成 27 年度 令和元年度 

歳入総額Ａ 119,769,998 122,153,207 136,677,733 

 一般財源 62,042,017 62,760,791 60,938,066 

 国庫支出金 18,418,194 21,680,887 25,638,800 

 都道府県支出金 7,836,544 8,386,287 8,950,315 

 地方債 10,054,200 7,150,800 16,198,500 

 うち過疎対策事業債 445,300 1,023,500 301,000 

 その他 21,419,043 22,174,442 24,952,052 

歳出総額Ｂ 114,347,752 117,513,869 132,355,607 

 義務的経費 57,186,780 60,842,329 61,802,814 

 投資的経費 15,025,746 13,068,150 25,892,937 

 うち普通建設事業 14,743,765 12,828,867 25,299,561 

 その他 41,689,926 41,083,685 42,661,341 

 過疎対策事業費 445,300 2,519,705 1,998,515 

歳入歳出差引額Ｃ （Ａ－Ｂ） 5,422,246 4,639,338 4,322,126 

翌年度へ繰越すべき財源Ｄ 1,361,450 366,382 1,063,350 

実質収支  （Ｃ－Ｄ） 4,060,796 4,272,956 3,258,776 

財政力指数 0.52 0.51 0.53 

公債費負担比率 16.5 15.8 13.3 

実質公債費比率 13.1 8.2    4.5 
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起債制限比率 10.2 7.3 5.3 

経常収支比率 83.7 90.0 92.5 

将来負担比率 83.6 27.6 - 

地方債現在高 123,318,472 110,340,657 109,570,586 

 

 

・表 1－2(2) 主要公共施設等の整備状況 

過疎地域（吉井・世知原・宇久・小佐々・江迎・鹿町地域）を合算した表 

過疎地域（吉井・世知原・宇久・

小佐々・江迎・鹿町地域） 

昭和 55 

年度末 

平成 2 

年度末 

平成 12 

年度末 

平成 22 

年度末 

令和元 

年度末 

市道      

 改良率（％） ２０．９ ３５．２ ４４．８ ４９．７ ６５．０ 

 舗装率（％） ４８．４ ８１．４ ８６．８ ９０．０ ９６．９ 

農道      

 延長 （ｍ）      

耕地 1㏊あたりの農道延長（ｍ） ６２．８ ６３．６ ２９．０ ２０．８ ４６．６ 

林道      

 延長（ｍ）      

林野 1㏊あたりの林道延長（ｍ） １２．９ ６．７ １０．９ ９．６ ９．８ 

水道普及率（％） ８５．１ ９３．２ ９８．８ ９９．７ ９９．９ 

水洗化率（％） - ３．６ １５．３ ３０．６ ４５．４ 

人口千人当たり病院、診療所の

病床数（床） 

４．８ ９．６ ８．８ １５．２ １６．７ 

 

 

・表 1－2(2) 主要公共施設等の整備状況 

佐世保市全体の表 

新佐世保市全体 昭和 55 

年度末 

平成 2 

年度末 

平成 12 

年度末 

平成 22 

年度末 

令和元 

年度末 

市道      

 改良率（％） ２１．９ ５０．１ ５７．１ ６１．７ ６８．７ 

 舗装率（％） ４９．３ ９０．８ ９３．９ ９５．５ ９８．３ 

農道      

 延長 （ｍ）      

耕地 1㏊あたりの農道延長（ｍ） ８８．４ ２６．６ １２．３ １２．３ ２６．１ 

林道      

 延長（ｍ）      

林野 1㏊あたりの林道延長（ｍ） １１．３ ７．８ １１．４ ７．１ ７．３ 

水道普及率（％） ９２．８ ９６．５ ９９．６ ９９．８ １００ 

水洗化率（％）  ３８．３ ６１．４ ６６．１ ７７．７ 

人口千人当たり病院、診療所の

病床数（床） 

２．４ ３．３ ３．３ ２２．５ ２１．３ 
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(４)地域の持続的発展の基本方針 

本市のまちづくりは、常にひと（市民）が中心です。 

また、すべての市民が健康で、幸せを実感しながら暮らすことができる社会を構築し、こ

れを持続していくことが前提となります。 

しかし、これまで世の中が経験したことのない人口減少社会を迎え、労働者をはじめ様々

な担い手が不足することで、社会全体の生産力、消費や社会的負担に大きな影響がでてくる

ことが予想されます。 

このようなことへの対応をまちづくりという視点で考えると、広く社会参加を促し担い手

を確保すること、また、負担増に対応するため大胆で先進的な取り組みを展開していく必要

があると言えますが、このために必要とされる考え方（理念）は、「共生」社会を前提とし、

「多様性」という強みを活かして「創造」「挑戦」することではないかと考えられます。 

そこで、市民全体（市民・事業者等・行政）で佐世保の価値を高め、シビック（市民の、

都市の）プライド（誇り）をもって、市内外にこれを力強く発信し、人口減少社会において

も持続可能で幸福な社会の実現を目指していくこととします。 

そして、その心構えとして、次の４つを基本理念として置くこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「第 7次佐世保市総合計画」 

 

 

「挑戦」、「創造」、「多様性」、「共生」といった本市のまちづくりの基本理念を踏まえ、特

に過疎地域については、次の様な方針のもとにまちづくりに取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

郷土愛、共感を育み、ともに暮らし支え合う「共生」の精神を持つまちづくりを行います。 

様々な文化、価値観を互いに尊重し認め合う「多様性」のあるまちをつくります。 

常に高いクオリティと新たな価値を求め、夢と希望に輝くまちを「創造」します。 

変革、発展を推し進め、活力あふれるまちづくりに「挑戦」します。 

地域住民を中心に、様々な個性や多様性を尊重して「連携」する地域をつくります。 

“あるものを発見・発掘”し、「地域色」豊かな挑戦する地域づくりを行います。 
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～これまでの過疎地域の振興地域の成果～ 

【商工業】 

●企業誘致などによる産業の振興と雇用の場の確保 

過疎地域での企業誘致や新たな設備投資（増設）により、新しく、多様な雇用の場の創

出や地域経済の活性化が図られました。 

 新設 増設 雇用者数（人） 

製造業 ６ ６ ８８２ 

●物産の振興 

「世知原茶」や「とらふぐ」などのブランド化や販路拡大が図られました。 

 新設 増設 雇用者数（人） 

農林水産物等販売業 １ ０ ３ 

 

【基盤整備】  

●情報通信インフラの整備 

光回線敷設事業への支援などにより、過疎地域内の通信基盤の強化が図られました。 

●交通インフラの整備 

西九州自動車道の延伸をはじめ、県道や市道の整備により、過疎地域内の交通基盤の強

化が図られました。 

 

【観光業】 

地域の人々や民間企業の活動を中心に、恵まれた地域資源を活用した観光施設の整備や

宿泊施設の整備により観光客の受け皿の充実が図られました。 

 

【その他】 

●移住（ＵＪＩ）の促進 

総合相談窓口の設置、生活環境などの情報発信、助成金など移住支援制度の構築により、

移住定住者が増加しました。 

 平成 28 平成 29 平成 30 令和元 

移住者数（人） ６０ １７１ ２３１ ２３７ 

うち過疎地域 ２０ ３０ ２５ ２１ 

●地域おこし協力隊の配置 

 平成 28 平成 29 平成 30 令和元 

協力隊人数（人） ６ ６ ７ ８ 

うち過疎地域 ３ ２ ３ ５ 

●税制優遇制度の活用 

 平成 28 平成 29 平成 30 令和元 

製造業 ０ ４ ０ ２ 

農林水産物等販売業 ０ ０ １ ０ 

旅館業 ０ １ ０ ０ 

計 ０ ５ １ ２ 

 

 新設 増設 雇用者数（人） 

旅館業 １ ０ ３ 
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改善すべき課題など 

●成果や費用対効果などの事業評価を徹底し、その結果に基づいた効率的な事業展開を

強化していくことが必要です。（継続） 

●過不足のない適切な規模でのハード整備を継続していくことが必要です。 

●事業や業種、地域など既存の枠を超えた新たなネットワークの構築などによる効率的

な活性化を強化していくことが必要です。 

●新たなネットワークの構築や交流などの取り組みができるリーダーなどの人材育成

が必要です。 

 

(５)地域の持続的発展のための基本目標 

「第 7次佐世保市総合計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●人口に関する目標 

定住人口の維持(目標) 令和３ ４ ５ ６ ７ 

過疎地域の人口 

(人) 

推計 24,706 24,436 24,166 23,896 23,626 

目標 24,000 の維持 

※推計:国立社会保障・人口問題研究所の推計(日本の地域別将来推計人口)から算出 

※目標:「佐世保市まち・ひと・しごと創生総合戦略」から算出 

移住定住者の増加(目標) 令和３ ４ ５ ６ ７ 計 

本市への移住者数（人） １７０ １７０ １７０ １７０ １７０ ８５０ 

うち過疎地域への移住者数 １０ １０ １０ １０ １０ ５０ 

        人口・経済規模のみならず、生活の質の維持・向上に必要となる要素にも着目。 

社会の状態のうち、どの部分を良くするのか具体的なターゲットを明示します。 

し ご と  ひ と 

●市内総生産（１次、２次、３次）を維持

します 

●就職率を維持します 

 ●出生率を向上させます 

●生涯学習を行う市民を増やします 

ま ち  く ら し 

●都市部（都市核、地域核、生活核等）に

おける人口密度を維持します 

●水を常に安定的に供給します 

●公共下水道の普及率を高めます 

●道路アクセスを向上させます 

●水害・土砂災害による死亡者をだしません 

●温室効果ガスを削減します 

●佐世保港を利用する船舶を増やします 

 ●暮らしの安全・安心を高めます 

●健康寿命を延伸させます 

●火災による被害を軽減させます 

●救急搬送者の生存率を高めます 

●災害による死亡者をだしません 

 

 

社会の状態の 

好転を目指す 

ターゲット 
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●設備投資の活発化に関する目標（令和 3～7年度） 

新設や増設の件数（件） 令和３ ４ ５ ６ ７ 計 

製造業 ２ ２ ２ ２ ２ １０ 

情報サービス業等     １ １ 

農林水産物等販売業     １ １ 

旅館業     １ １ 

 

●雇用に関する目標（令和 3～7年度） 

新規雇用者数（人） 令和３ ４ ５ ６ ７ 計 

製造業 ２ ２ ２ ２ ２ １０ 

情報サービス業等     ５ ５ 

農林水産物等販売業     ３ ３ 

旅館業     ３ ３ 

 

(６)計画の達成状況の評価に関する事項 

本計画の取り組みについては、全庁的に実施している事業評価や総合計画などの進捗管理

により、事業毎にＰＤＣＡサイクルに基づいた効果検証や進捗管理を行います。 

また、記載事業をはじめとする計画全体の進捗状況については、毎年、地域運営組織など

地域住民が組織する機関へ定期的に報告を行います。 

具体的には、その年度の決算の議会承認後、地域運営組織などへの報告を継続していくほ

か、ホームページなどによる日常的な情報発信などの方法により周知を図ります。 

項  目 R4.11～ R5.11～ R6.11～ R7.11～ R8.11～ 

事業の進捗管理      

地域への報告及び、

地域からの評価 

     

計画の進捗状況の

周知（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等） 

     

 

(７)計画期間 

計画期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５箇年度とします。 

 

(８)公共施設等総合管理計画との整合 

過疎地域の公共施設やインフラについては、本市の公共施設等総合管理計画(公共施設等の

管理に関する基本的な方針)に基づき、維持管理などを行います。 

 

１．公共施設等の管理に関する基本的な方針 

(1)本市における課題認識 

本市は平成以降の合併を経験し、複数の旧市町を元に構成された自治体であり、それぞ
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れの旧自治体ごとに機能の重複する公共施設を多く抱えています。結果として、人口 1人

あたりの延べ床面積は約 4.6 ㎡/人と、全国平均である 3.3 ㎡/人を大きく上回る状況にあ

ります。また、多くの施設は高度経済成長期以降に整備されており、学校や公民館をはじ

め、近い将来更新が必要となる老朽化の進む施設を多く抱えています。 

 インフラについては、本市の特徴的な地形や市域面積が広いことなどから、インフラ

の保有量が多く、多額の更新費用が必要となることが想定されます。 

 一方で、市の人口は既に減少が続いており、令和 22 年頃には 20 万人程度となり、少

子高齢化が一層進むと予測されています。このような状況の中で財政状況は一層厳しくな

り、ますます公共施設やインフラへ割り当てられる予算も厳しくなることが予想される状

況です。 

 限りある財源を効果的に投資できる体制・取組みを整え推進していくことが重要です。 

 

(2)公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

公共施設等の現状と課題に対応するためには、本市の身の丈にあった施設運営を行ってい

くことが求められます。そこで公共施設等の管理に関する基本的な考え方を整理します。 

情報の一元化・共有化、長寿命化に向けた基本的考え方、総量抑制に向けた基本的考

え方、遊休資産の活用 

(3)民間活力の活用 

(4)国・県・他市町との連携 

 

２．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

学校等教育施設 

主な対象施設 

小学校、中学校、義務教育学校 

 今後の方向性 

・教育環境の維持向上、児童生徒の安全性確保、災害時の避難拠点機能確保のため、計画的

な保全を行い、コスト縮減や改修、建替えサイクルの平準化を図ります。 

・通学区域審議会答申との整合を図り、適正な教育環境の確保という観点から、学校統廃合

等について、市民の意見も踏まえながら継続的に検討を進めます。 

・将来の人口動態を見据え適正な規模とするために、他用途への転用見込みがない場合には、

建替えの際に減築を行います。 

・学校体育館等の有効利用を推進します。 

 

文化交流施設 

主な対象施設 

公民館、図書館・図書室、博物館・資料館、文化ホール 

 今後の方向性 

・公民館については、生涯学習・地域活動の拠点、災害時の避難施設として適切な保全を行

い、機能の維持と長寿命化を図ります。また、整備や改修の際には、地域の拠点施設として、

集約化・複合化を推進します。 

・資料館については、地域の歴史や風俗を現代に伝える貴重な資料も一部に見られることか

ら、これに見合う機能としては維持していく必要があります。しかしながら、利用者が少な

い施設もあることから、更なる利用者増を図るうえでの利便性や管理運営における効率性の

観点から、近隣施設との複合化を進めます。 
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・その他の用途については、機能の維持と長寿命化を図ります。 

 

スポーツ施設 

主な対象施設 

陸上競技場、野球場、体育館、プール 

 今後の方向性 

・施設総量及び維持管理費の縮減を推進するため、類似機能の集約化に伴う廃止のほか、地

域で活動する競技団体や自治会等への運営委託、施設の譲渡など幅広く検討を行います。 

【競技施設】 

・全市的な視点のもと施設の必要性を検証し、今後の方向性を定めていきます。 

・当面は、保全基本計画に基づき適切な維持管理を行います。 

【地域施設】 

・利用状況から設置地域の利用に限定される施設と市域全体の利用を考慮すべき施設の仕分

けを行い、それぞれの視点で配置の偏在や機能重複の有無、稼働率等を精査したうえで、将

来にわたる施設のあり方について検討を行います。 

・検討にあたっては、他の公共施設との相互利用等を考慮します。 

 

  その他施設 

今後の方向性 

・本来の目的と現状機能に乖離が生じているものなどについては、設置目的どおりに施設が

機能しているか否かを検証し、役目を終えたと判断できる施設は廃止します。 

・今後も維持すべきと判断される施設については、計画的な保全のもと長寿命化を図ります。 

・総量縮減にあたっては、用途ごとの需要を的確に把握し、必要に応じ規模縮小や集約化・

複合化等を検討していきます。 

 

市営住宅 

主な対象施設 

市営住宅 

現状と課題 

・市営住宅は 90 住宅 510 棟 5,566 戸を管理しており、その内訳は公営 463 棟 5,078 戸、改良

21 棟 287 戸、単独 18 棟 122 戸、特公賃 9棟 79 戸となっています。（H25 年度長寿命化計画策

定時点） 

・応募倍率は旧市平均 7.88 倍に対して旧町平均 0.49 倍と倍率が 1.0 を切っており空き部屋

の増加が問題になっています。また、住宅の多くは昭和 40 年代後半に大量供給されており、

現在そのストックが同時に更新時期を迎えています。 

・現在は平成 25年度策定の佐世保市営住宅長寿命化計画に基づいて修繕等を行っていますが、

旧町の建替方針を変更したため、今後内容の変更が必要です。 

・また、国が民間借上げ公営住宅について補助を行う方針を打ち出しており、その対応も必

要となっています。 

 今後の方向性 

・現長寿命化計画(H25 策定)を、旧町の建替方針の変更（鉄筋コンクリート造から木

造）や平成 27 年度国勢調査の結果などを反映した計画に改定します。 

・維持管理、修繕等は公営住宅等長寿命化計画策定指針のストック活用手法フローに

基づいて行います。 
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・民間活力の可能性が考えられる場合は、PPP・PFI の導入を検討します。 

国や県の動向を注視しながら民間借上げ公営住宅への家賃補助について検討を行い

ます。 

 

道路（市道） 

主な対象施設 

道路、橋梁、トンネル 

現状と課題 

・生活道路整備に対する市民ニーズが高く、また、合併による市域の広域化に伴い、地域に

よって異なる道路課題に適応した道路整備の必要性が高まる一方で、緊縮財政のもと、真に

必要な道路を計画的かつ効率的に整備する必要があります。  

・既存の市道延長は約 1,779km と長く、その中には、高度経済成長期に建設された橋梁をは

じめとした道路施設が多く存在し、老朽化が急速に進行しています。このようなことから、

道路を常時良好な状態に維持するとともに、修繕工事等の老朽化対策の基礎とすることを目

的とした道路法の改正に伴い、橋梁トンネルの点検基準が法定化されています。また、法定

外公共物の里道等を構成する橋梁のうち、跨線橋（2橋）及び高速道路等緊急輸送道路上空に

架かる跨道橋（7橋）についても、道路法に準拠し、点検を実施する必要があります。 

・舗装及び側溝等についても老朽化が進行しており、管理瑕疵による事故等が毎年数件発生

していますが、道路パトロール等による損傷箇所の早期発見や軽微な補修等の緊急対応に努

めているものの抜本的な対策の実施までには至っていないのが現状です。 

・橋梁、トンネル、舗装、道路附属物、擁壁等の道路施設の老朽化対策には、莫大な費用が

かかり、限られた予算の中での対応に苦慮しているのが現状です。 

 今後の方向性 

・新規の道路整備や改良については、限られた予算の中で計画的かつ効率的な推進を図るた

め、地域ごとに整備候補箇所を抽出し、その中から概ね 5 ヶ年で優先的に実施する箇所を絞

り込み「道路整備プログラム」として取りまとめ、実施していく計画です。 

・道路施設等の老朽化対策については、点検→診断→措置→記録といった「メンテナンスサ

イクル」を構築し、点検結果に基づき、必要な維持補修の計画的な実施に努めることにより

トータルコストの縮減や費用の平準化を目指します。 

・橋梁については、平成 27 年度に策定した長寿命化修繕計画等に基づき、法定化された定期

点検を年次的に実施し、その結果を修繕工事に繋げていく計画です。この橋梁長寿命化修繕

計画の基本的な考え方としては、損傷が激しく緊急または早急な対応が必要な橋梁について

今後 10 年程度を目途に補修等の対策工事を実施し、市全体の橋梁の健全度を引き上げ、その

後は、比較的軽微な損傷状態の段階で計画的に補修を行う「予防保全型」に移行することで

長期的なコスト縮減を目指します。 

・舗装については、軽微な補修等の緊急対応は従来通り実施するとともに、抜本的な補修工

事としては、まず、道路パトロールにおいて判明した要早急対応箇所について、5 年程度を目

途に路面性状調査等により適正な補修工法の選定を行い、計画的な工事を実施し、管理瑕疵

の低減に努めていきます。 

 

水道 

主な対象施設 

管路、浄水場、貯水池、ポンプ所 

現状と課題 
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・本市は軍港都市として急速に発展し、水需要が急増した経緯があり、高台へと拡張を繰り

返したために、多数の施設が点在しています。更に、平成の大合併により 1.1 倍の人口増と

ともに市域面積は 1.7 倍に増大し、給水エリアも拡大しました。 

・その結果、現在、維持管理を行っている水道施設として、管路約 1,500ｋｍ（φ50ｍｍ以上）、

浄水場 9 か所、配水池 168 か所、ポンプ所 125 か所があり、このほかの簡易水道施設（22 地

区）、飲料水供給施設（2地区）を含めると多大な数の施設を抱えています。 

・今後、施設の老朽化に伴う更新費用は増加していくことが想定されることから、経営基盤

の強化を図り、いかに投資の合理化・平準化に取り組んでいくかが重要な課題となっていま

す。 

 今後の方向性 

・将来の更新費用についてはより緻密な把握・分析を行い、より実態に応じた算定を行いま

す。 

・投資計画の策定においては、リスクマネジメントを図りつつ、本市の事業規模に応じ、可

能な限りの投資の合理化・平準化を図ります。 

・水道施設の健全性と財政の健全性のバランスを図るため、アセットマネジメントの導入及

び推進を行います。 

 

下水道 

主な対象施設 

汚水管路、下水処理場、汚水ポンプ場、雨水ポンプ場 

現状と課題 

・下水道は、生活環境の向上及び公共用水域の水質保全を図ることを目的として、昭和 24 年

に国の事業認可を受け、昭和 36 年 9月に供用を開始しています。 

・平成 27 年度末現在の普及率は 57.2％となっていますが、全国平均や類似団体平均よりも低

い状況であり、今後も未普及解消のため下水道を整備する必要があります。 

・下水道事業は、新たな整備と老朽化した施設及び管路の改築等に多大な費用が必要となる

ことから、計画的に事業を実施することとしています。 

 今後の方向性 

・将来の更新費用についてはより緻密な把握・分析を行い、より実態に応じた算定を行いま

す。 

・管路を含む下水道施設については、将来にわたり適切に維持管理していく必要があります。

かかる費用も増加していくことから、下水道施設全体を一体的に捉え、長期的な見通しを踏

まえたうえで、予防保全型の計画的な点検・調査及び修繕・改築を行うため「ストックマネ

ジメント計画」を策定し、持続的な下水道機能の確保とライフサイクルコストの低減を図り

ます。 

 

漁港 

主な対象施設 

漁港 

現状と課題 

・本市が所管する漁港は 16 漁港を有しており、基本施設（外郭・係留・輸送・用地）及び背

後集落を守るための海岸保全施設で成り立っています。16 漁港のうち 14 漁港については、基

本施設の整備が完了しており、古い施設は整備完了後、数十年が経過しています。 

・漁港施設及び海岸保全施設は、コンクリート及び鋼構造物で構成されますが、近年、施設

-17-



の老朽化とともに、更新が必要な施設が増加しています。既存施設の現況調査・機能診断を

行い、維持管理計画を策定し、この計画による施設の長寿命化及び維持管理費用、更新費用

の平準化を図る必要があります。 

 今後の方向性 

・点検・診断等の実施方針 

老朽化の有無を確認する目視調査、また必要に応じ専門的な詳細調査を実施することにより

施設の機能診断（評価）を行います。日々の日常点検、臨時点検に加え、5 年に 1 回定期点検

を実施し、変状の拡大や新たな老朽化箇所の把握を確認し、老朽化の予測や保全対策の検討

を行います。 

・維持管理・修繕・更新等の実施方針 

漁港施設の機能を維持し、安全な漁業活動を下支えするとともに、必要とされる防災・減災

機能を発揮するため、定期的な点検により早期に損傷を発見し、大規模な修繕に至る前に効

果的かつ効率的な対策を実施します。 

・安全確保の実施方針 

点検等により危険性が認められた場合、直ちに施設の使用禁止等の緊急対応を行い、その後

速やかな対策工事の実施に努めます。 

・長寿命化の実施方針 

国の「水産基盤施設機能保全計画策定の手引き」、「水産基盤整備ストックマネジメントのた

めのガイドライン」及び「海岸保全施設維持管理マニュアル」に基づき、平成 29 年度までに

漁港ごとの「漁港施設機能保全計画」を、平成 32 年度までに海岸ごとの「海岸保全施設長寿

命化計画」を策定し、漁港施設、漁港海岸保全施設の長寿命化を図ります。 

 

  その他施設（インフラ） 

今後の方向性 

【集落排水施設】 

・漁業集落排水施設については、施設の規模を見直し、平成 28 年度に施設の一部を利用した

改築を実施しており、改築後は定期点検および日常の維持管理により適切な施設の管理運営

に努めます。 

・施設の一部、ポンプ場および管路については、整備後 15 年を経過するため施設の性能や劣

化等の状態を把握し優先順位付けを行ったうえで適時適切な施設改修・設備更新を行います。 

・年間を通して施設全体の維持管理を行い適切な水質確保に努めます。 

・維持管理の情報や、過去の補修履歴等の基礎資料による情報を踏まえ、施設改修・設備更

新を計画的に進めることで費用の最小化・平準化を図ります。 

【その他施設】 

・点検等を行い、適切な保全と長寿命化を図ります。 

平成 29年 3 月「佐世保市公共施設等総合管理計画」 
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２．移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

(１)現況と問題点 

《移住・定住》 

移住情報の発信や移住に関する相談から住まいや仕事までを幅広く支援するワンストッ

プ総合相談窓口「西九州させぼ移住サポートプラザ」を、利用者の利便性が高い中心市街

地に設置しているほか、実際に、本市での生活を体験できる短期宿泊施設「お試し住宅」

を設置しています。 

 

《地域間交流の促進》《人材育成》 

地域イベントによる賑わいの創出や他地域との交流など様々な分野において、地域課題

の解決や緩和を目的とした地域づくり活動が行われています。 

一方で、人口減少や高齢化をはじめ、世代間格差や暮らしや考え方の多様化などにより、

地域づくり団体の組織力の低下、人材の減少、地域内の連携やコミュニケーションの衰退、

地域内外ネットワークの弱化が懸念されています。 

これらの状況は、機能的、効率的な地域づくり活動の妨げや地域づくり活動の廃止だけ

でなく、地域住民主体の地域運営の妨げにも繋がる恐れもあることから、組織力の維持・

強化、人材の発掘と育成、地域内の連携やコミュニケーションの維持・強化、地域外ネッ

トワークの強化が課題となっています。 

 

(２)その対策 

《移住・定住》 

・生活環境の情報発信やきめ細かい移住定住支援など移住定住促進事業の継続と強化 

・特定地域づくり組合制度などを活用した移住定住の促進 

・ワーケーションの受け入れによる関係人口の創出・拡大に向けた取り組みの推進 

 

《地域間交流の促進》《人材育成》 

地域おこし協力隊の継続した配置などにより、地域間交流を発生させる仕掛けづくりや

環境づくり、地域づくり活動の機能性や効率性を高めるための取り組みを行っています。 

また、地域リーダーの育成など地域づくり団体の組織力の維持・強化や、地域づくり活

動の機能性や効率性を高めるための取り組みを行っています。 

・地域おこし協力隊の配置 

・地域リーダーの育成及び、その支援 

・地域内コミュニケーションの維持・強化及び、その支援 

・地域内外ネットワークの構築と強化及び、その支援 

・特定地域づくり組合制度などを活用した人材育成 
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(３)計画 

事業計画（令和３年度～７年度） 

持続的発展 

施策区分 

事 業 名 

(施設名) 
事 業 内 容 事業主体 備考 

１ 移住・

定住・地域

間交流の促

進、人材育

成 

 

(1)移住定住 【ＵＪＩターン促進事業】 

○具体的な事業内容 

本市への移住を促進するため、本市の

生活環境など魅力ある情報の発信を行

うほか、移住希望者へのきめ細かい支援

を行うもの。 

○事業の必要性 

価値観の多様化や田園回帰などの社

会情勢によりＵＪＩターンに追い風が

吹く状況の中で、その取り込みや自治体

間競争に対応していくことが必要。 

○見込まれる事業効果 

・地域内外コミュニケーションの構築な

どによる地域活性化 

・関係人口や移住者の増加 

佐世保市  

【若者移住定住応援事業】 

○具体的な事業内容 

主に若者を対象に、市内転入の促進及

び市外転出の抑制を目的として、奨学金

の返還を支援するもの。 

○事業の必要性 

地域活性化や関係人口や移住者の増

加への寄与度が比較的高いとされる若

者層の転入促進及び転出抑制の強化 

○見込まれる事業効果 

・地域内外コミュニケーションの構築な

どによる地域活性化 

・関係人口や移住者の増加 

佐世保市  
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(2)地域間交流 【地域おこし協力隊事業】 

○具体的な事業内容 

地方での生活に興味をもつ都市部居

住者を「地域おこし協力隊」として雇用

し、地域へ配置 

○事業の必要性 

都市部居住者と、人材不足などの課題

をもつ地域との交流によるマッチング

により、地域活性化、関係人口や移住者

の増加に寄与するもの。 

○見込まれる事業効果 

・地域内外コミュニケーションの構築な

どによる地域活性化 

・関係人口や移住者の増加 

佐世保市  

【過疎等地域イベント支援事業】 

○具体的な事業内容  

地域のシンボル的なイベントの継続

開催の支援 

○事業の必要性 

住民主体で開催するイベントの継続

により、地域コミュニティなどの維持・

強化に寄与するもの。 

○見込まれる事業効果 

・地域内外のネットワークの維持・強化 

・交流人口の増加 

佐世保市  

(4) 過

疎地域

持続的

発展特

別事業 

地域間

交流 

【宇久地域若者交流支援事業】 

○具体的な事業内容 

部活動の遠征など島内高校生の島外

交流への支援 

○事業の必要性 

地理的条件に起因する負担の軽減に

より、地域間交流の促進や教育、生活環

境の維持に寄与するもの。 

○見込まれる事業効果 

・地域間交流の促進 

佐世保市  
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 地域間

交流・

人材育

成 

【過疎等地域振興持続支援事業】 

○具体的な事業内容 

住民主体で実施する地域課題の解決

などの取り組みや、地域リーダーの育成

などへの支援 

○事業の必要性 

人口減少や高齢化などに起因する地

域コミュニティの弱体化を緩和するこ

とにより、地域コミュニティの維持・強

化に寄与するもの。 

○見込まれる事業効果 

・地域間交流の促進や人材育成 

佐世保市  

 

 (４)公共施設等総合管理計画との整合 

【1.公共施設等の管理に関する基本的な方針】 

(2)公共施設等の管理に関す

る基本的な考え方 

遊休資産 (遊休スペース) の

活用 

公共施設の遊休スペー

スを活用した総合相談窓

口の設置 

(4)国・県・他市との連携 -  県の遊休施設を活用し

たお試し住宅の設置 
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【他の市町村との連携】                            

〔西九州させぼ広域都市圏〕 

本市を含む近隣の 12 市町が、県境を越えて「連携中枢都市圏」を形成し、様々な分野で相

互に強みを伸ばし、弱みを補いながら圏域全体を活性化していくための取り組みを推進して

います。 

※移住・定住、周遊観光、ポートセールス、特産品販路拡大、地域医療の確保など 

西九州させぼ広域都市圏 

過疎地域 それ以外 

佐世保市、平戸市、松浦市、西海市、新上五

島町、小値賀町、 

佐々町、波佐見町、東彼杵町、川棚町、伊万

里市、有田町 

※「西九州させぼ広域都市圏」の取り組みは、過疎地域に特化したものではありませんが、

過疎地域の産業振興に大きく寄与するものです。 
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SINCE2019

SINCE2019

具 体 的 取 組 み 編

ビジョン
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2 農水産物等特産品販路拡大
【重点】

3 道の駅広域連携
4 共同物産展の開催

5 広域連携による周遊観光の推進
【重点】

6 クルーズ船入港体制整備【重点】
7 特定複合観光施設（ＩＲ）誘致推進
【重点】

8 名切地区再整備【重点】
9 俵ケ浦半島開発【重点】

10 大学等による地域課題解決に
向けた研究の推進【重点】

11 世界遺産の保全活用
12 工業団地の造成・企業誘致の推進
13 圏域における交流拠点機能の連携
14 ポートセールスの推進
15 再生可能エネルギーの推進
16 平戸城大規模改修

将来像の実現に向けた具体的取組み

将来像の実現のためには、都市圏に求められる3つの役割に基づき、以下の施策

及び連携事業の確実な展開による効果の発現を目指していくことが不可欠です。

特に、圏域人口のダム機能に対する効果の発現に大きく寄与する事業については、

重点事業として位置付け、優先的に財源を配分することで、取組みを加速していき

ます。

さらに、施策及び連携事業の内容が、より効果を発現するために、事業における

効果検証（3年目）を実施するとともに、国等の社会情勢の変化がある場合には、

柔軟に対応できる取組み（例えば、外国人の受け入れやＡＩの活用など）等につい

ても、積極的に連携事業の新規実現に向け検討を行います。

施策体系１

役 割 施 策 連携事業

圏域全体の
経済成長の
けん引

1 創業支援の連携

産業クラスターの形成、イノ
ベーション実現、新規創業
促進、地域の中堅企業等を
核とした戦略産業の育成

地域資源を活用した
地域経済の裾野拡大

戦略的な観光施策

高次の都市機
能の集積
・強化

高等教育・研究開発の環
境整備

その他、都市機能の集
積・強化

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

高度な中心拠点の整備・
広域的公共交通網の構築
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役割 施策 連携事業

圏域全体の生
活関連機能
サービスの
向上

17 地域医療の確保に関する取り組み

18 在宅医療・介護連携推進

19 障がい福祉ｻｰﾋﾞｽの充実
20 療育機能の改善
21 病児・病後児保育室の利用に関する連携
22 幼児教育ｾﾝﾀｰのｻｰﾋﾞｽ提供
23 ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの充実

24 図書館相互ﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ（研修等共同開催）
25 図書館相互利用ｻｰﾋﾞｽ（利用者登録・貸出）
26 図書館相互利用ｻｰﾋﾞｽ(貸出・返却配送）

27 子どものための音楽鑑賞体験教室
28 島瀬美術センター特別展開催

29 栽培漁業の広域連携【重点】
30 自治体PPS（新電力会社）による
域内経済循環【重点】

31 新規漁業者等就業支援
32 水産資源の増殖対策及び漁業生
産環境等改善

33災害時における相互応援体制の確立
34 防災行政に関する情報の共有及び
職員の資質向上

34 エコアクション21（事業所における
環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの取得促進）

35 親子でｴｺﾁｬﾚﾝｼﾞ（家庭における
地球温暖化対策）

37海上交通（航路）の維持・活性化

38 ｵー ﾌ゚ﾝﾃ゙ ﾀー利活用の推進に係る取り組み
39 情報通信ｲﾝﾌﾗの共同利用

40 広域圏ｻﾎﾟｰﾀｰの創出【重点】
41 移住・定住連携窓口の広域圏活用
42 婚活ｻﾎﾟｰﾄの推進

43 男女共同参画推進啓発

44 人事交流制度による職員の
ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・意識醸成

45 教職員の連携（教育ｾﾝﾀｰの活用）

46 公民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの形成

生
活
機
能
の
強
化

結
び
つ
き
や

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化

圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

能
力
の
強
化

地域医療

介 護

福祉

教育・文化

地域振興

災害対策

環 境

地域公共交通

ICTインフラ整備

地域内外の
住民との交流
・移住促進

人材の育成

圏域内市町村
の職員等の

交流

圏域マネジメン
ト能力の強化

35 エコアクション21（事業所における
環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの取得促進）

36 親子でｴｺﾁｬﾚﾝｼﾞ（家庭における
地球温暖化対策）
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